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地方公営企業法の全部または一部を適用している公営企業会計（以下「公営企業」という。）の平成30

年度の決算概要は次のとおりです。 

なお、公営企業会計は、複式簿記・発生主義に基づく企業会計により処理されます。 

 

 

大阪府中央卸売市場事業会計                                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
【増減の主なもの】 
（費用） ・減価償却費の減少など 
（収益） ・指定管理者からの納付金の減少など 

 
【増減の主なもの】 
（資産） ・現金預金及び未収金の減少など 
（負債） ・未払金の減少など 
（資本） ・繰入資本金の増加など 

平成 30年度公営企業会計（法適用）決算の概要 

損益計算書　 　（単位：百万円、％）

平成３０年度 (A) 平成２９年度 (B) 増減額 (A)-(B)=(C) 増減率(C)/(B)

708 840 ▲ 132
市 場 管 理 費 350 332 18
減 価 償 却 費 323 476 ▲ 153
資 産 減 耗 費 35 31 4

13 12 1

721 852 ▲ 131 ▲ 15.4

718 755 ▲ 37

718 755 ▲ 37 ▲ 4.9

▲ 2 ▲ 98 96 98.0
（注）増減額及び増減率は表示数値により算出。（下表も同じ。）

当 年 度 純 利 益

科　　目

営 業 費 用

営 業 外 費 用

費 用 計

営 業 外 収 益

収 益 計

貸借対照表 　（単位：百万円、％）

平成３０年度 (A) 平成２９年度 (B) 増減額 (A)-(B)=(C) 増減率(C)/(B)

8,156 8,209 ▲ 53
うち有形固定資産 8,153 8,207 ▲ 54

1,700 1,907 ▲ 207

9,855 10,117 ▲ 262 ▲ 2.6

961 948 13
企 業 債 953 940 13
引 当 金 8 8 0

317 613 ▲ 296
企 業 債 90 94 ▲ 4
引 当 金 10 9 1
そ の 他 217 509 ▲ 292

600 624 ▲ 24

1,879 2,185 ▲ 306 ▲ 14.0

21,841 21,794 47
固 有 資 本 金 3,076 3,076 0
繰 入 資 本 金 18,765 18,718 47

▲ 13,864 ▲ 13,862 ▲ 2
資 本 剰 余 金 187 187 0
利 益 剰 余 金 ▲ 14,051 ▲ 14,049 ▲ 2

7,977 7,932 45 0.6

固 定 資 産

流 動 資 産

資 産 計

資 本 計

繰 延 収 益

負 債 計

資 本 金

剰 余 金

固 定 負 債

流 動 負 債

科　　目
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大阪府流域下水道事業会計                              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

貸借対照表 　（単位：百万円、％）

平成３０年度 (A) 平成２９年度 (B) 増減額 (A)-(B)=(C) 増減率(C)/(B)

1,081,517 － 1,081,517
うち有形固定資産 1,059,148 － 1,059,148

15,277 － 15,277

1,096,794 － 1,096,794 皆増

168,619 － 168,619
企 業 債 161,457 － 161,457
引 当 金 2,485 － 2,485
そ の 他 4,677 － 4,677

28,760 － 28,760
企 業 債 15,452 － 15,452
引 当 金 235 － 235
そ の 他 13,073 － 13,073

643,247 － 643,247

840,626 － 840,626 皆増

69,388 － 69,388
固 有 資 本 金 63,744 － 63,744
繰 入 資 本 金 5,645 － 5,645

186,781 － 186,781
資 本 剰 余 金 192,876 － 192,876
利 益 剰 余 金 ▲ 6,095 － ▲ 6,095

256,169 － 256,169 皆増資 本 計

資 産 計

固 定 負 債

流 動 負 債

繰 延 収 益

負 債 計

資 本 金

剰 余 金

科　　目

固 定 資 産

流 動 資 産

損益計算書　 　（単位：百万円、％）

平成３０年度 (A) 平成２９年度 (B) 増減額 (A)-(B)=(C) 増減率(C)/(B)

61,668 － 61,668
管渠・ポンプ場・処理場費 22,833 － 22,833
総 係 費 845 － 845
減 価 償 却 費 37,683 － 37,683
資 産 減 耗 費 267 － 267
災 害 復 旧 費 40 － 40

2,176 － 2,176

3,230 － 3,230

67,074 － 67,074 皆増

20,435 － 20,435
負 担 金 19,040 － 19,040
受 託 事 業 収 入 1,395 － 1,395

40,544 － 40,544

60,979 － 60,979 皆増

▲ 6,095 － ▲ 6,095 皆増当 年 度 純 利 益

収 益 計

科　　目

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

費 用 計

営 業 収 益

営 業 外 収 益
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大阪府まちづくり促進事業会計                            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【増減の主なもの】 
（費用） ・土地売却原価の増加など 
（収益） ・土地売却収益の増加など 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 
【増減の主なもの】 
（資産） ・土地の売却による固定資産の減少など 
（負債） ・企業債の償還による流動負債の減少など 
（資本） ・利益剰余金の減少など 

 

 

 

 

損益計算書　 　（単位：百万円、％）

平成３０年度 (A) 平成２９年度 (B) 増減額 (A)-(B)=(C) 増減率(C)/(B)

16,476 550 15,926
土 地 売 却 原 価 15,937 1 15,936
一 般 管 理 費 539 548 ▲ 9

192 125 67

160 0 160

16,828 675 16,153 2,393.0

12,713 2,112 10,601
土 地 貸 付 収 益 2,094 2,112 ▲ 18
土 地 売 却 収 益 10,619 0 10,619

1 1 0

12,714 2,113 10,601 501.7

▲ 4,114 1,438 ▲ 5,552 ▲ 386.1当 年 度 純 利 益

収 益 計

科　　目

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

費 用 計

営 業 収 益

営 業 外 収 益

貸借対照表 　（単位：百万円、％）

平成３０年度 (A) 平成２９年度 (B) 増減額 (A)-(B)=(C) 増減率(C)/(B)

94,058 110,190 ▲ 16,132
うち有形固定資産 94,058 110,190 ▲ 16,132

17,547 11,583 5,964

111,604 121,773 ▲ 10,169 ▲ 8.4

74,186 71,548 2,638
企 業 債 74,148 71,518 2,630
引 当 金 38 30 8

31,791 40,449 ▲ 8,658
企 業 債 29,942 38,279 ▲ 8,337
引 当 金 3 2 1
そ の 他 1,847 2,167 ▲ 320

105,977 111,997 ▲ 6,020 ▲ 5.4

11,890 11,925 ▲ 35
繰 入 資 本 金 10,318 10,353 ▲ 35
組 入 資 本 金 1,572 1,572 0

▲ 6,263 ▲ 2,149 ▲ 4,114
利 益 剰 余 金 ▲ 6,263 ▲ 2,149 ▲ 4,114

5,627 9,776 ▲ 4,149 ▲ 42.4資 本 計

資 産 計

固 定 負 債

流 動 負 債

負 債 計

資 本 金

剰 余 金

科　　目

固 定 資 産

流 動 資 産


